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商標的使用

２０１２．２

１．言葉の由来

「商標」は、本来的に、市場において商品・役務の出所を識別するための標識

である。

しかしながら、商標法には「商標」をこのようなものとして定義していない。

[商標法２条」

この法律で「商標」とは、文字、図形、記号若しくは立体的形状若しくはこれ

らの結合又はこれらと色彩との結合（以下「標章」という。）であって、次に

掲げるものをいう。

２条３項では、例えば「商品又は商品の包装に標章を付する行為」を「標章」

の使用（＝商標の使用）と定義している。

ここに「出所識別標識」「出所表示機能」という概念は書き込まれていない。

したがって、「標章」を表示する態様に関わらず商標の使用となり得る。

しかし、「商標」は本来的に商品・役務の出所識別標識である以上、出所表示

機能を有しない場合をも「商標の使用」であるとし、無権限使用を商標権侵害

であると位置づけることは妥当でない。

そこで侵害事件における判例理論として編み出された考え方が「商標的使用」

である。

「商標的使用」とは、標章を商品・役務との関係でその出所表示機能を有する

態様で使用されることをいう。そして、侵害判断の場面においては、被告の使

用態様が出所表示機能を有する場合、すなわち原告の商標の出所表示機能が侵

犯された場合に侵害を肯定し、被告の使用態様が出所表示機能を有さない場合

は侵害を否定することになる。

[逐条解説 ]1192 頁

１ 〈 商標の定義 〉現行法制定時に商標の定義に関連 して 、 その定義の中に 「当該商品が自
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己の業務にかかる商品であ る こ と を 表示 し 、 その商品 と他人の業務に係 る商品 と を区別す

るために使用す る も の をい う 。 」 と い う よ う な主観的要件を付加 し ては ど うか と い う 意見 、 さ

らに進んで 「 ……区別する こ とができ る こ と をい う 。 」 と い う自他商品の識別力をも商標の構

成要件 と した らど うか とい う意見があった 。前者は 、標章を単に商品について客観的に用い

る と い うだけではな く 、 自他商品を区別するために用いる とい う意思がなければ商標 とはい

え な い と い う 立 場であ り 、 後 者は単な る主観要件に と ど ま ら ず 、 客観的に自他商品の識別

力がなければ商標 とはいえ ない と い う立場である 。両者 と も に商標の本来的な機能に着目

し た見解だが 、現行法の定義では単に標章 を商品について用いるだけで商標であ る と し た

結果 、商標の概念は形式的には広 くな っている 。 しか しなが ら一条 、二条一項 、三条等の趣

旨を総合すれば 、現行法においても商標は自他商品識別をその本質的機能 と している と考

えられる 。

２．「商標的使用」確立前

①巨峰事件

（福岡地裁飯塚支部 昭和 46 年 9 月 17 日 昭和 44 年（ヨ）第 41 号

無体財産権関係民事・行政裁判例集３巻２号３１７頁、判例タイムズ２７４号

３４２頁、裁判所ウェブサイト )

三、ところで、商標は、商品の出所を表示して営業者が自己の商品を他人の商品から

区別する作用を有するものであり、営業者が自己の営業にかかる商品であることを表

彰するためその商品について使用するものである。

（略）

一般に包装用容器に標章を表示してその在中商品ではなく、包装用容器そのものの

出所を示す場合には、その側面又は底面、表面であれば隅の方に小さく表示するなど、

内容物の表示と混同されるおそれのないような形で表わすのが通例であつて、包装用

容器の見易い位置に見易い方法で表わされている標章は、内容物たる商品の商品名も

しくはその商品の出所を示す標章と見られるもので、包装用容器そのものの出所を表

わすものとは受けとられない、というのが今日の取引上の経験則というべきある。

しかして、先に認定したとおり本件においては、Ａ箱、Ｂ箱共に見易い形状で「巨

峰」又は「ＫＹＯＨＯ」と印刷されており、更に、「ＢＥＳＴ ＧＲＡＰＥ」又は「Ｈ

ＩＧＨ ＧＲＡＰＥ」と印刷されていると共にぶどう葉型の窓から内容物を見ること

ができるようになつているので、これらの事実を考えれば、本件Ａ箱、Ｂ箱の「巨峰」

「ＫＹＯＨＯ」の各文字は、客観的にみても内容物たるぶどうの商品名の表示と解す

るのが相当である。右認定に反する証人早川潔の供述は、内容物の表示と、包装用容
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器の出所の表示の差異を明確にしない点で採用しえない。

他に以上の認定を左右するに足る疎明資料はない。

四、要するに本件Ａ、Ｂ各段ボール箱に表示された「巨峰」「ＫＹＯＨＯ」の標章は、

その客観的機能からみても、又これを製造している被申請人の主観的意図からみても、

内容物たる巨峰ぶどうの表示であり、包装用容器たる段ボール箱についての標章の使

用ではないというべきである。しかりとすれば、被申請人の別紙目録記載の物件の製

造販売は、申請人の本件商標権に対する侵害行為を構成するものとは認められず、他

に、別紙目録記載の物件が、申請人の本件商標権の侵害物件であることを認めるに足

りる疏明はない。

＊本件は「社会通念上の商標」から説き起こし、取引の実情を加味して結論を

導いているもので、法文に沿ったロジックは展開されておらず、「商標的使用」

という考え方も自覚されていないようである。

②「ポパイ」アンダーシャツ事件

(東京地裁 昭和 49 年 4 月 19 日 昭和 48 年（ワ）第 7060 号．

無体財産権関係民事・行政裁判例集６巻１号１１４頁 裁判所ウェブサイト）

被告において乙、丙各標章を使用するにつき、正当の権限を有する旨主張し立証しな

い本件では、乙、丙各標章を附したアンダーシヤツを販売、頒布する行為は、商標法

第三七条第一号により原告の本件商標権を侵害するものと見做される。
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＊本件は商標的使用」について言及せずに侵害を認定しているが、被告が答弁

していない事件である。

（大阪地裁 昭和 51 年 2 月 24 日 昭和 49 年（ワ）第 393 号 )

無体財産権関係民事・行政裁判例集８巻１号１０２頁 判例時報８２８号６

９頁 判例タイムズ３４１号２９４頁）

（１）商標法二条は、同法で用いる「商標」、「標章」、「標章の使用」について定義し

ている。

同条の規定によれば、「文字、図形若しくは記号若しくはこれらの結合又はこれら

と色彩との結合」はすべて商標法の規定にいう「標章」にあたり、「業として商品を

生産し、加工し、証明し又は譲渡する者がその商品について使用する右の定義による

標章」は、それがどのような内容のもので、どのような目的のもとにどこに表現され

ているか、一般人がその表現を普通どのように受け取るか等一切関係なく、商標法に

規定する「商標」にあたる。右「標章」の定義をしたうえで、同条三項に「標章の使

用」について定義している。

右の定義による「標章」あるいは「商標」の概念が「取引社会に現に使用されてい

る社会的事実としての標章ないし商標、あるいは社会的通念としての標章ないし商標

の概念」（以下「本来の商標」という。）と異なるものであることは言うまでもない。

しかるに、同条で、「標章」、「商標」について社会的通念に反する定義を与えたのは、

専ら立法技術上の便宜のみに基づくものである。

右の定義によれば、被告が業として子供用アンダーシヤツに、乙、丙各標章を附し

ている行為、右標章を附した商品を販売等する行為が、商標法の規定にいう「標章の

使用」、「商標の使用」にあたることは明らかで、否定の余地はない。

（略）

しかしながら、商標法が登録能力のある商標（第三条参照）につき所定の手続を経

て設定の登録がなされたときは、その登録商品につき商標権の発生を認め（第一八条）、

商標権者（その商標権につき専用使用権を設定したときは専用使用権者）が指定商品

について登録商標の使用をする権利を専有することを認め、第三者が商標権を侵害す

る行為又は侵害するおそれがある行為をなした場合には、これらの者に対しその侵害

の停止又は予防その他の請求をなし得べき旨規定しているのは、登録商標の経済的機

能の発揮を法的に保護することを意図したものである。

「本来の商標」は、これにより自己の営業に係る商品を他の商品と区別するための

「目じるし」として、すなわち、自他商品を識別することを直接の目的として商品に

附されるものである 。「本来の商標」の経済的機能として、出所表示機能のほか、品

質保証機能、広告宣伝機能があることは一般に認められている。
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したがつて、商標法における商標の保護とは 、「本来の商標」が指定商品について

商品の出所表示等の機能等を発揮するのを違法に妨害する行為から法的に保護するこ

とを意味する。商標権者の権利内容は登録商標を指定商品について排他的に使用する

ことであるが、これを防害する違法な行為は、登録商標と同一又は類似の商標を指定

商標と同一又は類似の商品についての使用についても行われ得る。そこで、前記三七

条が設けられたわけであるが、その立法理由は、同条に列挙せられた行為が一般に登

録商標の正当な権利行使、すなわち、登録商標の機能の発揮を防害するものであるか

らこれを排除し、登録商標の権利者に正当な権利行使を得せしめる必要があるからで

ある。そうすると、右三七条の注意は、単に同条に掲げる商標が同条に掲げる商品に

表現せられているという形式のみ充足するだけでなく、実質的にも、その行為が「本

来の商標」的使用の行為であることを要すると解すべきである。けだし、登録商標の

機能と関わり合いがない使用態様のものは、特別の事情がない限り、登録商標の正当

な権利行使、すなわち、出所表示、広告、品質保証等の本来の商標の経済的機能の発

揮に不当な影響を及ぼすことはないと解せられ、この行為についてまで権利侵害を認

めることは、実質的理由なく不必要に権利者を保護する幣害をもたらす反面、一般人

は不当に自由を奪われることになり、公正な競業秩序を維持するゆえんではないから

である。

＊本件は、商標の定義を立法技術的問題であると割り切り、「本来の商標」（社

会通念上の商標）を基礎としてロジックを組み立てている。法的な分析は未だ

未熟と言えよう。他方商標権侵害の本質を「商標の経済機能の発揮を妨げる行

為」と位置づけており、「商標的使用論」の萌芽が見える。

この判決以前に同じ大江裁判長が取り扱った真正商品の並行輸入に関する
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「パーカー事件」判決（大阪地判昭和 45 年 2 月 27 日 昭和４３年（ワ）第７

００３号 無体財産権関係民事・行政裁判例集２巻１号７１頁 判例時報６２

５号７５頁 裁判所ウェブサイト )は以下のように判示し、「商標機能論」の先

駆けとされている。

「商標保護の直接の対象は商標の出所識別および品質保証の各機能であり、こ

れを保護することによって商標権者の利益のみならず公共の利益をあわせて保

護しようとするものであるから、登録主義の建前のもとでは商標権が基本的に

私的財産権の性質を有するとしても、その保護範囲は必然的に社会的な制約を

受けることを免れず、商標権属地主義の妥当する範囲も商標保護の精神に照ら

し、商標の機能に対する侵害の有無を重視して合理的に決定すべきである。」

③清水次郎長事件

東京地裁 昭和 51 年 10 月 20 日 昭和 45 年（ワ）第 6265 号

判例タイムズ３５３号２４５頁

商標は本来自他商品識別の機能を果すことを目的とする標識であり、わが国の商標制

度も商標の持つこの自他商品識別の機能の維持保護を目的としていることは、同法第

一条に規定する商標法の目的に照らし明らかというべく、従つて、前記第二条第一項

は形式的には商標の自他商品識別機能について規定するところがないが、この条項の

中には当然自他商品識別の機能を有するものとしての商標の概念が前提されかつ含ま

れているものと解されなければならないものと考えられる。商標権者は第三者による

登録商標の無断使用又は類似商標の使用を禁止する権利を有するが、そのゆえんは第

三者のこの行為が登録商標の本来持つ自他商品識別の機能を乱すものであるからにほ

かならず、従つて、第三者が登録商標と同一の若しくはこれと類似の表示を商品につ

いて使用する場合であつても、その使用態様が自他商品を識別するという機能の面に

おいて使用されているものと認められないときは、その表示の使用は商標の使用とい

うことができず、商標権者は第三者に対しその表示の使用を禁止することができない

ものと解すべきである。そして、商品について使用される文字、図形若しくは記号若

しくはこれらの結合又はこれらと色彩との結合よりなる表示が商標の使用と認められ

るためには、その表示がその使用されている位置態様等に照らし標章即ち商品そのも

のを表彰するしるしとして用いられこれにより他人の商品と区別する作用を果してい

ることを要すると解するのが相当である。
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（イメージ 出典：サイト「ニッポン観光ペナント展示館」）

④テレビまんが事件

東京地裁 昭和 55 年 7 月 11 日 昭和 53 年（ワ）第 255 号

無体財産権関係民事・行政裁判例集１２巻２号３０４頁

判例時報９７７号９２頁 裁判所ウェブサイト

同法第一条の同法の目的、第三条の商標登録の要件についての各規定及び前記商標の

本質に鑑みれば、同法における商標の保護は、商標が自他商品の識別標識としての機

能を果たすのを妨げる行為を排除し、その本来の機能を発揮できるよう確保すること

にあると解すべきである。さすれば、商標登録と同一又は類似の商標を商品について

使用する第三者に対し、商標権者がその使用の差止等を請求しうるためには、右第三

者の使用する商標が単に形式的に商品等に表されているだけでは足らず、それが、自

他商品の識別標識としての機能を果たす態様で用いられていることを要するというべ

きである（第二条の商標の定義のし方は、立法技術上の理由に基づくものである。）。

すなわち、商標登録と同一又は類似の商標が商品について使用されている場合、そ

れが自他商品の識別標識としての機能を果たす態様で使用されているときは、商標権

者は、自己の登録商標の本来の機能の発揮を妨げるものとしてその使用を禁止しうる

けれども、それが自他商品の識別標識としての機能を果たす態様で使用されていると

認められないときは、その商標の使用は本来の商標としての使用ということができず、

商標権者は、自己の登録商標の本来の機能の発揮を妨げられないがゆえに、その商標

の使用を禁止することができないのである。
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＊３条の登録要件を識別機能保護の理由の一つとして取り込んでおり、法的ロ

ジックの深化が見られる。

⑤通行手形事件

東京地裁 昭和 62 年 8 月 28 日 昭和 60 年（ワ）第 2064 号

無体財産権関係民事・行政裁判例集１９巻２号２７７頁

判例時報１２４７号１２５頁 裁判所ウェブサイト

１ 思うに商標の本質は、自己の営業にかかる商品を他人の営業にかかる商品

と識別するための標識として機能することにあるというべく、このことは、商

標法一条が商標を保護することにより商標を使用する者の業務上の信用の維持

を図ることを目的の一つとして掲げていることや、同法三条が自他商品の識別
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力がない商標は登録できない旨を定めていることから窺い知ることができる。

このような商標の本質、商標法の規定に鑑みると、商標権者等の差止請求権を

規定する商標法三六条は、商標が自他商品の識別標識として機能を果たすのを

妨げる行為を排除し、商標本来の機能を発揮できるようにすることを目的とし

ていると解せられる。したがって、登録商標と同一又は類似の標章を使用する

第三者に対し、商標権者がその使用の差止め等を請求しうるためには、右第三

者の使用する標章が単に形式的に商品等に表示されているだけでは足らず、そ

れが、自他商品の識別標識としての機能を果たす態様で用いられていることが

必要である。

２ そこで本件についてこれをみるに、《証拠略》を総合すると以下の事実を

認めることができる。

本件各物件は、別紙第二ないし第四目録記載のとおりの構成をもつものであ

るが（この点は当事者間に争いがない）、いずれも木製で将棋の駒形に形成さ

れており、その頂部付近に穴があけられてこれに鈴を結んだ吊り紐が結びつけ

られ、車内や室内の各所に吊り下げられるようにされたものであり、その一方

の面の中央部には「通行手形」の文字が縦書きに大書され、かつ、その脇に「交

通安全」等の文字が記載され、他方の面には名所、旧跡等にちなんだ文字、風

景又は人物の絵などが描かれているものである。江戸時代には、街道を往来す

る旅人のために通行手形が発行されることがあり、その中には木製で将棋の駒

形に形成されたものが存したが、右事実は昔より広く知られていた。とくに昭

和四五年にはテレビドラマの中で、木製で将棋の駒形に形成され、表面に「通

行手形」なる文字を記載した通行手形の小道具が使用された例があり、また、

本件商標権の出願前である昭和四七年七月ころ、右同様の形態をもった製品が

販売されるなどしていた。本件各物件も右のような歴史上実際に用いられた通

行手形を模したものであり、そのため前記のとおり木製で将棋の駒形に形成さ

れ、その一方の面に「通行手形」の文字が大書されているものである。

以上の事実が認められ，右認定を覆すに足る証拠はない。

右認定事実によると、本件各物件に付された「通行手形」の文字は、本件各

物件が歴史上実際に用いられた通行手形を模したものであることを表現し、説

明するため、記述的に用いられているものであり、自他商品の識別機能を果た

す態様で用いられているものではないことが明らかである。
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(イメージ 出典：サイト「手塚山通信」）

＊ロジックは「テレビまんが」と同じであるが、「記述的に用いられている」

という認定部分は実務上利用価値がある。

実物を縮小したスケールモデル（模型）を販売するとき、実物に表示されて

いる「商標」を模型に表示した場合、もし実物の販売者が「模型」の分野でも

商標登録をしていたとしても、商標権侵害にならないことの根拠として利用で

きる。

３．「商標的使用」の確立

①ＰＯＳ実践マニュアル事件

東京地裁 昭和 63 年 9 月 16 日 昭和 62 年（ワ）第 9572 号

無体財産権関係民事・行政裁判例集２０巻３号４４４頁

判例時報１２９２号１４２頁 判例タイムズ６８４号２２７頁 裁判所ウェブサ

イト

商標法二条一項は 、「この法律で「商標」とは、文字、図形若しくは記号若しくはこ

れらの結合又はこれらと色彩との結合（以下「標章」という。）であって、業として

商 品 を 生 産 し 加 工 し 証 明 し 又 は 譲 渡 す る 者 が そ の 商 品 に つ い て 使 用 を す る も の を い

う。」と定義し、また、同条三項は、「この法律で標章について「使用」とは、次に掲

げる行為をいう。一商品又はその商品の包装に標章を付する行為 二商品又は商品の
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包装に標章を付したものを譲渡し引き渡し譲渡若しくは引き渡しのために展示し又は

輸入する行為 三商品に関する広告、定価表又は取引書類に標章を付して展示し又は

頒布する行為」と定義している。右定義によると、「商標」とは、右にいう標章であ

って、商品について使用をするものをいい、また、標章について「使用」とは、一例

を挙げると、商品に標章を付する行為をいうにとどまるのであって、商標は出所表示

機能を有するものをいい、また、標章の使用は出所表示機能を有するものとして商品

に標章を付する行為をいうものとはされていない。したがって、右定義に従うとすれ

ば、被告標章は、被告書籍の表紙に題号として表示されているものであっても、標章

であって、書籍という商品について使用をするものであるから、商標であり、また、

その使用行為は、書籍という商品に標章を付するものであるから、商標としての使用

であるといわざるをえない。しかしながら、商標法二五条本文は、「商標権者は、指

定商品について登録商標の使用をする権利を専有する。」旨規定しているから、商標

法三六条一項にいう商標権の侵害とは、右の登録商標の使用権の侵害を意味するもの

と解されるところ、他方、同法三条は、自己の業務に係る商品について使用をする商

標については、（１）商品の普通名称（略）その他需要者が何人かの業務に係る商品

であることを認識することができない商標を除き、商標登録を受けることができる旨

規定しており、右規定によれば、登録商標とは、このような要件に適合するものとし

て「商標登録を受けている商標」であって、（同法二条二項）、本来、何人かの業務に

係る商品であることを認識することができる商標、すなわち、出所表示機能を有する

商標であることは明らかであり、したがって、前記同法二五条本文にいう「登録商標

の使用をする権利」とは、出所表示機能を有する商標の使用をする権利を意味するも

のであるから、出所表示機能を有しない商標の使用若しくは出所表示機能を有しない

態様で表示されている商標の使用は 、「登録商標の使用をする権利」には含まれない

ものと解するのが相当である。そうすると、このような商標の使用は、同法二五条本

文に規定する登録商標の使用権を侵害するものということはできない。また、このよ

うに解すべきことは、商標法一条が 、「この法律は、商標を保護することにより、商

標を使用する者の業務上の信用の維持を図り、もって産業の発達に寄与し、あわせて

需要者の利益を保護することを目的とする。」旨規定している趣旨にも合致するもの

である。次に、商標法三七条は（略）指定商品に類似する商品について登録商標の使

用をする行為のみならず、指定商品又はこれに類似する商品について登録商標に類似

する商標の使用をする行為についても、商標権者に禁止権を認め、更に、右のような

商標の使用をする行為ではないが、その使用をし若しくは使用をさせる意思を持った

一定の行為についても侵害とみなす旨定めているところ、前示のとおり、出所表示機

能を有しない標章の使用若しくは出所表示機能を有しない態様での商標の使用は、登

録商標の使用とはいえず、登録商標の使用権の侵害を構成しないのであるから、右の
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商標法三七条に規定する登録商標の使用についても全く同様に解すべきであり、また、

同条に規定する登録商標に類似する商標の使用についても、これと異なる考えを採用

すべき理由は見当たらず、したがって、出所表示機能を有しない標章の使用若しくは

出所表示機能を有しない態様での商標の使用は、同法三七条が規定する登録商標又は

これに類似する商標の使用にも当たらず、商標権の侵害を構成しないものと解すべき

である。

これを本件についてみるに、《証拠略》によれば、「ＰＯＳ」とは、「ｐｒｏｂｌｅｍ

ｏｒｉｅｎｔｅｄ ｓｙｓｔｅｒｍ」（問題志向システム）、すなわち、Ｌ・Ｌ・Ｗ

ｅｅｄが、一九六八年に提唱し、アメリカ合衆国の意欲的な教育病院で実用化された

問題志向型診療記録（ＰＯＭＲ）を作成する方式で、わが国には日野原重明が紹介し

たものの略語であるところ、被告標章（１）の「ＰＯＳ実践マニュアル」は、右「Ｐ

ＯＳ」によって診療録を記載する方法が記述されている被告書籍（１）の題号として、

被告標章（２）の「実践ＰＯＳＱ＆Ａ５０」は 、「ＰＯＳ」についての質問と回答を

記述している被告書籍（２）の題号として、被告標章（３）の「ＰＯＮＲの理解 Ｐ

ＯＳによる看護記録の実際」は 、「ＰＯＳ」による看護記録の実際について記述して

いる被告書籍（３）の題号として、被告標章（４）の「ＰＯＳの導入と実際」は、「Ｐ

ＯＳ」導入の実際について記述されている被告書籍（４）の題号として、いずれも被

告書籍の内容を示すために被告書籍の表紙に表示されているものであって、出版社で

ある被告の商品であることを識別させるための商標として被告書籍に付されたもので

はないことが認められる。右認定の事実によると、被告標章は、いずれも単に書籍の

内容を示す題号として被告書籍に表示されているものであって、出所表示機能を有し

ない態様で被告書籍に表示されているものというべきであるから、被告標章の使用は、

前説示に照らし、本件商標権を侵害するものということはできない。

＊保護すべき商標の機能に加えて、「使用権」の実質的な意味合いを検討し、

使用権の内容と保護すべき価値とを一致させた判決であり、この判決によって

「商標的使用」の意味合いが法的にも確立したと評価できる。

なお、本判決は「書籍の内容を示す題号」であることを理由に侵害を否定し

たのであり、単に「題号」であることのみをもって侵害を否定したものではな

いことに留意する必要がある。

第２６類「印刷物（文房具類に属するものを除く。）、

書画、彫刻、写真、これらの付属品」
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ＰＯＳ

*************************************************************************

②ピースマーク事件

東京地判平成 22 年 9 月 30 日 平成 21 年（ワ）第 30827

裁判所ウェブサイト 判例時報２１０９号１２９頁 判例タイムズ１３５４号

２２３頁

（２）商標的使用の有無（争点１－２）

ア 被告商品１における被告標章１の使用について

（略） 上記認定事実によれば，被告商品１の前身頃の図柄は，２匹の猿のキ

ャラクターを中心とした図柄であって，被告標章１（一部分を含む。）が２匹

の猿のキャラクターの背景の一部として模様的に描かれていることが認められ

る。

（イ）次に，被告標章１は，海外はもとより日本国内において「平和」の象徴

として広く認識されている（別図１）の図形（ピースマーク）に類似する標章

であるから（前記（１）ウ（ウ）），被告商品１に接した一般の取引者及び需

要者は，被告商品１の前身頃に付された被告標章１を（別図１）の図形（ピー

スマーク）が表示されているものと認識するものと認められる。

そして，被告商品１の前身頃には，被告標章１とともに，３羽の「鳩」のイ

ラスト及び「ＡＰＥ ＳＨＡＬＬ ＮＥＶＥＲ ＫＩＬＬ ＡＰＥ」との文字

標章が配置されているところ，「鳩」は平和の象徴として一般に認識されてい

ること，上記文字標章は「猿は決して猿を殺すことはない」の意味を有するも

のと認められることに照らすならば，被告商品１の前身頃の図柄は，被告標章

１，「鳩」のイラスト及び上記文字標章を用いることによって，「平和」を表

現する効果を狙ったものと認識することができる。

（ウ）前記（ア）及び（イ）の認定事実に加えて，２匹の猿のキャラクターの
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うち，「ＢＡＢＹ ＭＩＬＯ」（ベイビーマイロ）のキャラクター及びその下

部に表示された「＊Ａ ＢＡＴＨＩＮＧ ＡＰＥ〔Ｒ〕」のブランドは，被服

等のファッションに関心のある若者層の間では広く認識されていたこと（前記

（１）エ（ウ））からすると，これらの若者層が被告商品１に接した場合には，

被告商品１の前身頃の中心部分にある「ＢＡＢＹ ＭＩＬＯ」（ベイビーマイ

ロ）のキャラクター及び雌の猿のキャラクターについて着目し，これらのキャ

ラクターから商品の出所の識別標識として強く支配的な印象を受けるものと認

められ，一方で，これらのキャラクターの背景の一部として模様的に描かれた

被告標章１については，「ピースマーク」として「平和」を表現するために用

いられたものと認識し，商品の出所を想起させるものではないものと認められ

る。

また，これらの若者層以外の一般消費者においても，「ピースマーク」は「平

和」の象徴として広く認識されていること，被告商品１の前身頃において上記

キャラクターが中心部分に配置され，被告標章１がキャラクターの背景の一部

として模様的に描かれていることに照らすならば，被告標章１については，「ピ

ースマーク」として「平和」を表現するために用いられたものと認識し，商品

の出所を想起させるものではないものと認められる。

そうすると，被告標章１が被告商品１において商品の出所表示機能・出所識

別機能を果たす態様で用いられているものと認めることはできないから，被告

商品１における被告標章１の使用は，本来の商標としての使用（商標的使用）

に当たらないというべきである。

（略）

エ 原告の主張に対する判断

これに対し原告は，商標と意匠とは排他的，択一的な関係にあるものではな

く，意匠となり得る模様等であっても，それが自他識別機能を有する標章とし

て使用されている限り，商標としての使用（商標的使用）がされているという

べきであり，被告各標章は，被告各商品において，一目見て識別可能な大きさ

と色彩をもって明瞭に表示されていること、被告各商品は被服の胸部分に被告

各標章を使用した絵柄を付した一連の商品シリーズを形成しており，被告自身

が，被告各標章を被告各商品の自他識別機能ないし出所表示機能を有する標章

として使用していることからすれば，被告各商品における被告各標章の使用は，

商標的使用に該当する旨主張する。

しかし，一般的に商標と意匠とは排他的，択一的な関係にあるものではない

ことを勘案したとしても，前記アないしウのとおり，被告各商品において被告

各標章は，商品の出所表示機能・出所識別機能を果たす態様で用いられている
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ものということはできないから，原告の上記主張は採用することができない。

＊ 商標と意匠とは排他的，択一的な関係にあるものではないことは、最高裁

でも確認され（ルイヴィトン）、立体商標の導入により法律上も明らかになっ

た。

③ インクボトル詰め替え事件

東京地判平成 15 年 1 月 21 日 平成 14 年（ワ）第 4835

判例時報１８８３号９６頁 裁判所ウェブサイト

インクボトルのリサイクルにおいて、リサイクル業者が納入するボトルに表示

された純正品販売者の「標章」が、リサイクル業者の「商標の使用」に当たる

かどうかが争われた事案

（１）一般に，商標法上の商標の「使用」に該当するというためには，当該商

標が商品の取引において出所識別機能を果たしている必要がある。

この点に照らせば，個別の取引において，買主から商品の容器又は包装紙等

が提供され，売主が商品を当該容器に収納し，あるいは当該包装紙等により包

装して，買主に引き渡す場合には，当該容器ないし包装紙等に商標が表示され
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ていたとしても，商標法上の商標の「使用」には該当しない。けだし，この場

合には，容器ないし包装に付された商標とその内容物である商品との間には何

らの関連もなく，当該商標が商品の出所を識別するものとして機能していない

ことが外形的に明らかだからである（例えて言えば，顧客が酒店に空瓶を持参

して，酒を量り売りで購入する場合や，顧客が鍋等の容器を豆腐店に持参して

豆腐等を購入する場合と，同様である。）。

（２）これを本件についてみると，前記認定によれば，被告らの孔版印刷用イ

ンクの販売においては，顧客は被告拓研ないし被告コロナの地域特約店に空イ

ンクボトルを引き渡し，被告コロナが当該空インクボトルに被告インクを充填

し，これが再び被告拓研ないし被告コロナの地域特約店から顧客に納品される

ものであり，インクボトル上の本件登録商標の表示は，当該インクボトルがも

ともと原告から購入されたものであることから，当初からインクボトルに付さ

れていたものである。

そうすると，被告らの孔版印刷用インクの販売においては，本件登録商標は

顧客から被告インクを充填するための容器として提供されたインクボトルに当

初から付されていたものであって，本件登録商標とインクボトルの内容物であ

る商品たる被告インクとの間には何らの関連もなく，本件登録商標が商品の出

所識別標識としての機能を果たす余地のないことが外形的に明らかであるか

ら，被告らの行為は商標法にいう商標の「使用」に該当しないものというべき

である。
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

４．題号

以下「題号」に関する判決を概観する。

①ＵＮＤＥＲ ＴＨＥ ＳＵＮ事件

東京地裁 平成 7 年 2 月 22 日 平成 6 年（ワ）第 6280 号

知的財産権関係民事・行政裁判例集２７巻１号１０９頁

判例時報１５２６号１４１頁 判例タイムズ８８１号２６５頁

裁判所ウェブサイト

形式的な意味での「商標」を除いて、本来的な意味での商標について考えてみ

ると、その本質は、「需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識する

ことができ」るようにして、自己の業務に係る商品と他人の業務に係る商品と

を識別するための標識として機能することにあるというべきである。このこと

は、一条が「この法律は、商標を保護することにより、商標の使用をする者の

業務上の信用の維持を図り、もって産業の発達に寄与し、あわせて需要者の利

益を保護することを目的とする。」と規定しており、三条一項が、前記の一号、

二号及び六号の商標並びに「その商品の産地、販売地、品質、原材料、効能、

用途、数量、形状、価格若しくは生産若しくは使用の方法若しくは時期……を

普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標」（三号）、「ありふれ

た氏又は名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標」（四

号）及び「極めて簡単で、かつ、ありふれた標章のみからなる商標」（五号）

を除いて商標登録を受けることができる旨、また二項において「前項第三号か

ら第五号までに該当する商標であっても、使用をされた結果需要者が何人かの

業務に係る商品であることを認識することができるものについては、同項の規

定にかかわらず、商標登録を受けることができる」旨規定し、右の出所表示機

能、自他商品識別機能を有する商標についてのみ商標登録を受けることができ

ることを認めた上で、二五条で「商標権者は、指定商品……について、登録商

標の使用をする権利を専有する」と規定し、もって、形式的な意味での商標で

なく、出所表示機能、自他商品識別機能を有する商標のみをその本質を備えた

本来的な意味での商標と認めて、これを権利として保護していると認められる

ことから明らかである。

以上によると、三六条が右二五条の登録商標の使用権を侵害する行為、すな

わち指定商品について登録商標を使用する行為の差止めを規定し、三七条が指
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定商品についての登録商標に類似する商標の使用又は指定商品に類似する商品

についての登録商標若しくはこれに類似する商標の使用について、商標権を侵

害するものとみなす旨規定しているのは、商標権者以外の第三者が、登録商標

と同一又は類似の商標を、指定商品又はこれに類似する商品に使用することに

より、その商品の出所を表示して自他商品を識別する標識としての機能を果た

し、もって、商品の出所の混同を生ずるおそれが生じ、商標権者の登録商標の

本質的機能の発揮が妨げられるという結果を生じることによるものであるとい

うべきである。また、二六条一項二号は、登録要件を定める三条一項一号及び

三号の規定に沿って、「当該指定商品若しくはこれに類似する商品の普通名称、

産地、販売地、品質、原材料、効能、用途、数量、形状、価格若しくは生産若

しくは使用の方法若しくは時期……を普通に用いられる方法で表示する商標」

について商標権の効力が及ばない旨を規定しているが、右規定は、第三者が登

録商標と同一又は類似の商標を使用しても，その商標が商品に表示されている

態様からみて、その商標が、商品の普通名称や産地、品質等を表示するものに

すぎず、商標の本質的な機能である出所表示機能、自他商品識別機能を果たし

ていないと認められる商標について、商標権の禁止権の効力が及ばない旨を定

めたものであると解すべきである。

したがって、以上の三六条、三七条及び二六条の法意に照せば、第三者が登

録商標と同一又は類似の商標を指定商品又はこれに類似する商品について使用

している場合でも、それが、その商品の出所を表示し自他商品を識別する標識

としての機能を果たしていない態様で使用されていると認められる場合には、

登録商標の本質的機能は何ら妨げられていないのであるから、商標権を侵害す

るものとは認めることはできない。すなわち、二六条一項二号の「当該指定商

品若しくはこれに類似する商品の普通名称、産地、販売地、品質、原材料、効

能、用途、数量、形状、価格若しくは生産若しくは使用の方法若しくは時期…

…を普通に用いられる方法で表示する商標」に該当しない商標についても、出

所表示機能、自他商品識別機能を有しない態様で使用されていると認められる

商標については、右に述べた理由により、商標権の禁止権の効力を及ぼすのは

相当ではない。

（略）

以上によれば、被告標章並びにフォーライフ商標及び被告の社名の具体的な表記の態

様をみると、被告標章は、前記認定のアルバムタイトルの一般的な表記の態様と何ら

異なることはなく、また、フォーライフ商標及び被告の社名も、前記認定のアルバム

における製造、発売元の一般的な表記の態様と何ら異なることはないのであり、した

がって、本件ＣＤに表示されている被告標章は、専ら本件ＣＤに収録されている全一



- 19 -

一曲の集合体すなわち編集著作物である本件アルバムに対して付けられた題号（アル

バムタイトル）であると認められ、本件ＣＤの需要者としても、被告標章を、専ら本

件ＣＤの内容である複数の収録曲の集合体すなわち編集著作物である本件アルバムに

ついて付けられた題号（アルバムタイトル）であると認識し、有体物である本件ＣＤ

を製造、販売している主体である被告を表示するのは、アルバムタイトルとは別に本

件ＣＤに付されているフォーライフ商標や被告の社名であると認識することは明らか

である。よって、本件ＣＤに使用されている被告標章は、編集著作物である本件アル

バムに収録されている複数の音楽の集合体を表示するものにすぎず、有体物である本

件ＣＤの出所たる製造、発売元を表示するものではなく、自己の業務に係る商品と他

人の業務に係る商品とを識別する標識としての機能を果たしていない態様で使用され

ているものと認められる。

＊本件は本件標章はアルバムという「編集著作物」の「題号」であること、出

所表示は「フォーライフレコード」などの表示であるとして侵害を否定してい

る。

題号であることを強調しているが「本件標章」以外に出所表示が存在する。

② ぼくは航空管制官事件

東京地判平成 14 年 5 月 31 日 平成 13 年（ワ）第 7078

判例時報１８００号１４５頁 判例タイムズ１１０９号２３５頁

裁判所ウェブサイト

以上認定した事実，すなわち，〔１〕被告ソフトの外箱の表面，側面及び裏面

に，「ぼくは航空管制官」の文字が，大きくかつ目立つ色で表記されているこ

と，〔２〕被告ソフト及びその外箱には，「ぼくは航空管制官」の文字を除い
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て他に，被告ソフトと他社の商品とを区別するための標章は存在しないと解さ

れること，〔３〕「ぼくは航空管制官」の文字の上方には「航空管制シミュレ

ーションゲーム」と記載されているが，被告ソフトの内容は，同記載によって

端的に説明されていると解されること等の点を総合すれば，被告標章「ぼくは

航空管制官」部分こそが，自他商品を識別するための標識としての機能を果た

しているというべきである。

以上のとおり，被告標章は，被告ソフト又はその出所を識別するために付さ

れたものであって，商標的に使用されていると解される。また，上記認定した

使用態様に照らすならば，被告標章は，商品の普通名称，品質等を普通に用い

られる方法で表示されたものと解することもできない。

なお、権利濫用として請求棄却

＊「本件標章」以外に出所表示は存在しない

「航空管制シミュレーションゲーム」の記載がなかったらどうか。

③ 三国志事件

千葉地判平成 6 年 3 月 25 日 平成 5 年（ヨ）第 702

知的財産権関係民事・行政裁判例集２６巻１号３０１頁 裁判所ウェブサイト

商標法二条一項一号が、商標の定義として、「文字、図形若しくはこれらの結

合又はこれらと色彩との結合であって、業として商品を生産し、証明し、又は

譲渡する者がその商品に使用をするもの」は全て商標とする旨を規定している

ところではあるが、前記商標保護の趣旨に従って限定的に解釈すべきなのであ

って、商標権者が、登録商標と同一ないし類似する商標を使用する第三者に対

し、その使用の差止等を請求し得るためには、右第三者の使用する商標が単に

形式的に商品等に表示されているだけでは足らず、それが自他商品の識別標識

としての機能を果たす態様で用いられていることを要するものと解すべきであ

る。

２（一）そこで、右の解釈を前提として本件についてさらに検討すると、（略）

「三国志」の語句は、晋の陳寿撰による中国の後漢末代の魏・呉・蜀の三国の

史書の題名、ないしは、羅貫中作にかかる、右史書を題材に、劉備・関羽・張

飛らの武将を中心的登場人物として、前記三国の興亡を描いた長編小説「三国

志演義」の題名を指称ないし略称するものとして普通に用いられているもので



- 21 -

あるところ、わが国においては、特に後者の文学を略称するものとして用いら

れ、右題号や内容の大筋は、わが国において既に広く周知され愛好されている

ものであること、本件商品は、コンピューター用ゲームを記憶させたプログラ

ムを内蔵するコンピューター用磁気ディスクであるが、同ゲームの内容は、そ

の主人公である「関羽」と命名された武将他四名の武将らを画面上で操作し、

それぞれの有する必殺技を駆使して、相手方の「曹操」と命名された武将他六

名の武将らと戦わせ、これを倒して天下統一を達成することを内容とするいわ

ゆるアクションゲームであるところ、その登場人物や舞台背景、筋立て等は、

概ね前記「三国志演義」に題材を取り、これを模したものであること、債務者

の本件商品に対する債務者標章の表示の方法は、そのパッケージの表側に、右

ゲームに登場する前記武将らの半身像を画面一杯に大きく描いた上で、その下

部に標章一を「三國志」の部分は特徴ある黒の筆書体で、「武将争覇」の部分

はこれに並べて相対的に小さく赤の筆書体で横書きにして表示し、同パッケー

ジの裏側には、遊戯方法等を図入りで説明しながら、その中央上部に標章二を

同一と同様の色と書体で、「三國志」と「武将争覇」の語句の上下を入れ換え

て表示し、同パッケージの背部には標章三を、前記標章と同様の色と書体で、

「三國志」の部分を「武将争覇」の部分の上部に相対的に小さく縦書きにして

表示するというものであること、「三国志」なる文学の題号は、前記のとおり

相当に周知のものとなっているところ、右のような著明な文学を題材とするコ

ンピューター用ゲームが一般に生産されていることもまた、既にその取引需要

者には相当に広く知られているものであるから、右語句が前記のような態様で

コンピューター用ゲームソフトのパッケージに付されていることを右取引需要

者らが視認する場合には、右語句が同ゲームの題材や出典を表示するものと認

識することは可能であると見られることがそれぞれ一応認められる。

（二）ところで、書籍である前記「三国志演義」が、現行の著作権法上、著作

物とされることは明らかであるが（同法一〇条一項一号）、今日においては、

コンビューター用ゲームについても、そのプログラム自体やそのアウトプット

である影像は、思想又は感情の創作的な表現としての面を有することに鑑みて、

いずれも著作物性を承認されているものである（同法一〇条一項九号、七号）

ところ、一般に著作物の題号は、専らその創作物としての内容を表示するため

の名称として、普通に用いられる方法で著作物を含む商品に表示されている場

合には、仮に右題号が、その指定商品について登録された商標と同一ないし類

似している場合であっても、自他商品の識別標識としての機能を果たす態様で

用いられている標章ではないものとして、当該登録商標の禁止権は及ばないも

のと解すべきである。蓋し、著作物の題号は、右の趣旨で用いられている場合
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においては、商品を識別しその出所を明らかにするという、前記商標本来の機

能を有しない上、著作物の製作者や出版者においても、著作権法に違反しない

限り、その創作物自体を出版したり、これを引用する際などにおいて、その自

由な使用を確保すべき公益的な要請が高いものだからである。そして、右のよ

うな著作物の題号に対する法的保護は、コンピューター用ゲームを記憶させた

著作物であるプログラムについて、創作者がその創作物としての内容を表示す

る名称として題号ないし名称を付した場合においても、書籍等の題号の場合と

異なるところはないものと考えられる。

（三）そこで、前記認定にかかる「三国志」の語句の意味や、債務者のゲーム

の内容、債務者による債務者標章の使用態様、取引需要者の理解能力等の諸事

情を総合し、また、これを書籍や映画を収録したビデオ等における通例の題号

の使用の態様の場合と対比してみるならば、債務者標章は、いずれも、本件商

品に内蔵された著作物であるコンピューター用ゲームプログラムの創作物とし

ての内容を表示する題号としてそのパッケージに表示されているものであり、

さらに、その「三國志」の部分は、同プログラムのアウトプットである影像の

内容である同ゲームが、創作物としての前記「三国志演義」の題号を有する書

籍に題材を取ったものであることを記述する趣旨で、同書籍の内容を引用表示

するために表示されているものと言うことができるものであるから、いずれの

点からも、自他商品の識別機能としての機能を果たす態様で使用されていると

は認められない。

＊「三国志」「三国志演義」を題材としたものであることを示す表示

＊ゲームの題名も、ゲームが著作物であることから著作物の題号と同様に位置

づけるべきであること

などを理由として侵害を否認

＊記述的であることと題号であること双方を理由としている。

＊「ぼくは航空管制官」と異なり、他の出所表示の有無は検討されていない。
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他の要素を考慮せずに、題号であることを理由に侵害を否認した事例

５．記述的

①「龍村」事件

東京地判昭和 51 年 9 月 29 日 昭和 47 年（ワ）第 991

無体財産権関係民事・行政裁判例集８巻２号４００頁

判例時報８６７号７４頁 判例タイムズ３５３号２３１頁 裁判所ウェブサイ

ト

商標法第三六条によれば、商標権者は、商標権を侵害する者に対し侵害の停止

等を請求できるとされているが、ここにいう商標権を侵害するとは、商標権者

の有する権利、すなわち、同法第二五条によれば、商標権者の専有する指定商

品について登録商標の使用をする権利、を侵害することをいうのであるから、

指定商品について登録商標を使用することを指すのは当然であるが、さらに、

同法第三七条によれば、指定商品について登録商標に類似する商標を使用する

こと、指定商品に類似する商品について登録商標若しくはこれに類似する商標

を使用すること、このような商標使用がなされている商品（その包装を含む。）

若しくは、このような商標の使用をし、あるいは、使用をさせるために登録商
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標又はこれに類似する商標を表示したものを所持ないし製造すること等を商標

権を侵害するものとみなしている。したがつて、これらによれば、商標権の侵

害を構成するには、少なくとも、登録商標若しくはこれに類似する商標の使用、

あるいは、その使用がないとしても、その使用をし若しくは使用をさせる意思

をもつた一定の行為がなければならないことになる。ところで、商標法第二条

第一項は、商標とは、文字、図形若しくは記号若しくはこれらの結合又はこれ

らと色彩との結合（以下「標章」という。）であつて、業として商品を生産し

加工し証明し又は譲渡する者がその商品について使用するものをいうと定義

し、また、同条第二項は、登録商標とは、商標登録を受けている商標をいうと

定義しているから、前述の商標権侵害を構成する要素となつている登録商標若

しくはこれに類似する商標とは、右定義に該当する商標でなければならないこ

とはいうまでもない。しかしながら登録商標若しくはこれに類似する商標であ

つて、業として商品を生産し加工し証明し又は譲渡する者がその商品について

使用（使用の定義については第二条第三項参照。）等をする場合には、それは

必然的に商標権を侵害することになるかどうかは問題である。商標は、商品の

顔にもたとえられ、社会における一般通念によれば、自他商品識別の機能を果

させる標識であると考えられていることは周知のとおりであるが、そもそも自

他商品識別の機能を果すことあるいはその機能を果すことを目的とすることが

商標制度の本質的要素の一つなのであつて、右にみたように商標法第二条第一

項は商標を定義するに当り、その商品の識別機能について何等言及していない

のであるが、このことから、わが商標法は商標につき商品の識別機能には何等

考慮を払うことなく、「文字、図形若しくは記号若しくはこれらの結合又はこ

れらと色彩との結合であつて、業として商品を生産し加工し証明し又は譲渡す

る者がその商品について使用をするもの」であればこれを全部商標であるとし、

したがつてその商標が登録商標である場合には商標権者は他人の登録商標若し

くはそれに類似する商標の使用等をその使用態様のいかんを問わず一切これを

禁止し得るとしているものと解することはできないのである。商標法第二条第

一項は、形式的には商標の自他商品識別機能については規定するところなく、

標章であつて業として商品を生産等する者がその商品について使用をするもの

はすべて商標であるというような規定の仕方をしているが、この条項の中には

当然自他商品識別の機能を有するものとしての商標の概念が前提されかつ含ま

れているものと解さなければならないものと考えられる。そしてこのように解

することによつて始めて商標法第一条の「商標を保護することにより、商標の

使用をする者の業務上の信用を図り、もつて産業の発達に寄与し、あわせて需

要者の利益を保護する」という商標法の目的が達せられるものと考えられるの
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である。商標法第二条第一項を右のように解釈すべきことは、右規定を文字ど

おり形式的に解釈すれば、例えば「文字ヽヽヽヽヽであつて、業として」雑誌

という「商品を生産ヽヽヽヽヽする者が」その「商品」である雑誌「について

使用するもの」はすべて商標であるということになり，そこから必然的に雑誌

中の全部の文字又は任意の一部分の文字も商標であり、したがつて商標権者が

指定商品を雑誌として任意の文字につき商標登録を得れば、他のすべての雑誌

製作者はその雑誌中に当該文字若しくはそれと類似する文字を使用できないと

いうことになり、その不当であることはいうまでもないということから容易に

理解されるであろう。商標とは本来自他商品識別の機能を果すものとして使用

されるものでなければならず、商標権者は登録商標の本来持つこの機能を乱す

ものとしての第三者の登録商標の使用を禁止する権利はこれを有するが、第三

者が登録商標と同一の若しくはこれと類似の標章を商品について使用するもの

であつても、その使用態様が自他商品を識別するという機能の面において使用

されているものと認められないときは、商標権者は第三者のその標章の使用を

禁止し得ないものと解すべきである。

本件（一）パンフレツトは、前認定のように被告の販売する各種商品を広告宣

伝するためのパンフレツトであるから、これよりすれば、右「たつむら」の記

載は、その右認定使用の位置、態様等に照らし、標章であつて、被告の販売す

る各種商品を表彰するとともに、これにより他人の商品と区別する作用をも果

しているということができる。そうすると、さきに認定したところによれば、

被告は、「たつむら」の記載を商標としてその販売する帯ないし衣裳盆、乱箱、

宝石入をはじめとする前認定商品に関する広告に附して展示頒布しているもの

ということができるが、右「たつむら」の記載は、本件（Ｃ）商標の「たつむ

ら」、本件（Ｅ）商標の「たつむら」と同一であり、また、右のような被告の

商標が附されている本件（一）パンフレツトが広告する商品帯ないし衣裳盆、

乱箱、宝石入が本件（Ｃ）商標権の指定商品である前記第一七類帯ないし本件

（Ｅ）商標権の指定商品である前記第二〇類商品のうちの家具に含まれ、これ

と同一であるか、又は少なくとも類似であることは明らかであるから、被告が

本件（一）パンフレツト中に「たつむら」と記載してこれを展示頒布している

ことが、少なくとも本件（Ｃ）商標権、本件（Ｅ）商標権の侵害に該当するこ

とは直ちに明らかである。
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前記甲第一九号証によれば、本件（一）パンフレツト中の原告有限会社が商標

権侵害を構成するという「龍村平蔵」、「龍村製」、「龍村」、「龍村特製」の記

載は、前認定のように右パンフレツトを六つ折にした場合、内側に隠れる一面

に横書きで印刷されている前認定説明文中の言葉として使われているものであ

つて、使用活字も特に他の言葉のそれと異なつた種類のものではなく、他の記

載部分と密接に結合していることが認められるのであつて、右説明文全体によ
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れば、それが被告の販売する商品を広告宣伝する役割を果しているものと読み

とることができるが、「龍村平蔵」の記載自体は、それが他の記載部分と密接

に結合している関係上、正倉院裂の魅力にひかれてこれを模写複製した訴外人

を指すにすぎず、「龍村製」の記載自体は、前同様の関係上、訴外人という特

定人が模写複製した正倉院裂を指すにすぎず、「龍村」の記載は、前同様の関

係上、被告を指すものと解する余地がある程度のことであり、「龍村特製」の

記載は、これに続く「裂地」の文言と特に不可分の関係にあるところから、せ

いぜい被告の商品の素材として用いられている裂地を示唆するものと解する余

地がある程度のことであつて、いずれも本件（一）パンフレツトが広告する被

告の商品そのものを指すものと読みとることは不可能である。そうすると、本

件（一）パンフレツト中の「龍村平蔵」、「龍村製」、「龍村」、「龍村特製」の

記載は、いずれもそれ自体で被告の商品そのものを表彰し、これを他人の商品

と区別しようとしているものとは到底いい難いから、これを捉えて、原告有限

会社主張のように、商標の使用に該当し、商標権侵害を構成するものと論ずる

余地のないことは、さきに説明したところから明らかであろう。
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② タカラ本みりん入り事件

(東京地判平成 13 年 1 月 22 日 平成 10 年（ワ）第 10438
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判例時報１７３８号１０７頁 判例タイムズ１０５３号２６１頁

裁判所ウェブサイト

（一）被告各標章において、被告商品の正面に位置するラベルの中央部の最も

目立つ位置には、被告商品の普通名称である「お魚つゆ」、「万能だし」、「白

だし」及びその用途である「煮魚」、「煮物」の表示が、いずれも目立ちやす

い大きな文字で記載されていること、これに対して、「タカラ本みりん入り」、

「これ一本だけで料亭の煮魚」、「清酒たっぷり」等の表示部分は、右名称部

分を囲むように、比較的小さい文字で記載されており、その内容から判断して、

いずれも被告商品の特徴や長所を説明的に示していると理解するのが相当であ

る。

（二）〔１〕「タカラ本みりん入り」の表示中、「タカラ本みりん」の部分は「入

り」の部分と字体が異なっているため、「タカラ本みりん」の部分が一連のも

のと理解され、体裁上「タカラ」の部分のみが区別されるように記載されてい

ないこと、〔２〕被告各標章の中央部分の右下には、「宝酒造株式会社」とい

う被告の商号が記載されていること、〔３〕被告の製造、販売に係る「本みり

ん」は、日本国内でトップシェアを有し、「タカラ本みりん」の商標は日本国

内において著名であること、〔４〕「だし」「つゆ」等の調味料にみりんを入れ

ることはごく自然であると解されること等、右表示部分の体裁、意味内容、「タ

カラ本みりん」商品の販売状況に照らすならば、右表示部分に接した一般需要

者は、右表示部分を被告商品に原料ないし素材として「タカラ本みりん」が入

っていることを示す記述であると認識するのが通常であるといえる。

（三）被告各標章において、「クッキングー」、「Ｃｏｏｋｉｎ’Ｇｏｏｄ」及

び「コック用帽子図形」の組み合わせからなる標章は、三か所に記載されてい

ること、また、右組み合わせからなる標章がテレビコマーシャル等で、繰り返

し宣伝されていることに照らすと、右組み合わせからなる標章こそが、被告商

品の商品名であると認識するのが一般的である。

以上を総合すると、被告各標章における「タカラ本みりん入り」の表示部分

は、専ら被告商品に「タカラ本みりん」が原料ないし素材として入っているこ

とを示す記述的表示であって、商標として（すなわち自他商品の識別機能を果

たす態様で）使用されたものではないというべきである。のみならず、右表示

態様は、原材料を普通に用いられる方法で表示する場合（商標法二六条一項二

号）に該当するので、本件各商標権の効力は及ばない。
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③ インクリボン「 FOR BROTRHER」事件

東京地判平成 16 年 6 月 23 日 平成 15 年（ワ）第 29488

東京高判平成 17 年 1 月 13 日

判例時報１８７２号１０９頁 ,判例タイムズ１１６４号２６４頁

裁判所ウェブサイト

当裁判所は，被告標章は，商品を特定する機能ないし出所を表示する機能を果

たす態様で用いられていないので，商標として使用されていないと判断する。

その理由は，以下のとおりである。

ア 被告製品の外箱の長方形の面のうちの２面の中央部のもっとも目立つ位置

には，被告製品の普通名称である「インクリボン」の表示や，被告製品の用途

を示す「普通紙ＦＡＸ用」との表示が，いずれも消費者の目を引く白抜きで，

その他の文字とよりも大きく記載されている。また，他の長方形の面において

も，被告製品の取付方法が図示されていたり，インクリボン交換時の注意の記

載があるなど，被告製品の種類，用途を表す記載がされている。

イ これに対し，被告標章は，前記アの用途等を示す記載と比較して小さく記

載されている。また，前記（１）のとおり，取付方法の記載された面に表示さ

れた被告標章を除き，被告標章１の前には「Ｆｏｒ」の文字が付加され，被告

標章２の後ろには，「用」との文字がそれぞれ付加されている。そして，「Ｆ

ｏｒ」は，「～のために」といった目的を意味する中学で学習する基本的な英

単語であり，「用」は，接尾語的に用いられる場合には，何かに使うためのも

のという意義を有する語である。したがって，被告製品の一般需要者は，被告

標章を含む「Ｆｏｒ ｂｒｏｔｈｅｒ」，「ブラザー用」，「新ブラザー用」の

表示について，被告製品が，原告製造のファクシミリに使用できるインクリボ
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ンであることを示すための表記であると理解するものと認められる。

ウ 取付 方 法の 記 載さ れた 面にお いて は，「 対応表 」の 部分に 被告標 章２が

「用」との文字を付加せずに表示されているほか，被告製品１においては，「取

付け方法」との記載の右側に被告標章２を含む「ブラザー対応インクリボン」

との表示がされている。

しかし，上記表の部分の被告標章２は，「対応表」の「メーカー」欄の真下

の欄に記載され，その右側には，適用機種名として，いくつかの製品名が記載

されていることに前記イに判示したところを併せ考えると，需要者は，この「対

応表」における被告標章２の表示につき，端的に，被告製品が使用できるファ

クシミリが原告製造のファクシミリであることを示すための表記であると理解

するものと認められる。

また，被告製品１の「取付け方法」との記載部分の右側の「ブラザー対応イ

ンクリボン」との表示についても，上記と同様に，被告製品が使用できるファ

クシミリが原告製造に係る機種であることを示す表記であると理解するものと

認められる。

エ 前記（１）のとおり，被告旧製品においては，被告標章と同じ又は小さく，

英語表記であるものの，被告オームの名称が記載され，住所等が記載されてい

るが、その記載態様からすれば，これらの記載は，被告オームの連絡先を表示

したものと認識できる。また，被告新製品においては，上記の記載に加え，被

告標章とほぼ同じ大きさで又はそれより大きく被告オームの名称が英語表記で

記載されている。被告オームに関する以上の表示は，被告製品の製造者又は販

売者を示すものと認識し得る表示といえる。

オ 前記（１）のとおり，当該機器類と消耗品との適合関係が限定されている

ような場合に，ユーザーが誤って自己の使用する機器類に適合しない消耗品を

購入することがないように，商品の外箱等に適合機種を表示することが通常行

われており，消費者も，そのようなことを十分に認識し，消耗品購入の際の参

考としている。また，被告製品は，原告の製造に係るファクシミリの特定の機

種にのみ使用できるインクリボンであって，被告が，インクリボンを販売する

に当たっては，消費者が，他社製のファクシミリに使用する目的で当該インク

リボンを誤って購入することがないよう注意を喚起することが不可欠であり，

そのような目的に照らすならば，被告標章の表示は，ごく通常の表記態様であ

ると解される。

以上の点を総合すれば，被告が被告製品において前記認定の態様で被告標章

を用いた行為は，被告標章を，被告製品の自他商品識別機能ないし出所表示機

能を有する態様で使用する行為，すなわち商標としての使用行為であると解す
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ることはできない。

したがって，被告らによる被告標章の使用は，本件商標権の侵害には当たら

ない。

④ クリスタルキング事件

東京地判平成 22 年 3 月 26 日 平成 21 年（ワ）第 1992

裁判所ウェブサイト

前記アの認定事実を前提に検討するに，本件コンサートは，１９７０年代から

１９９０年代にかけてのヒット曲を集め，これをヒットした当時のアーティス

ト本人が歌唱する点に特徴があり，本件コンサートの主な需要者は，当該アー

ティスト本人のファンやこれらの曲がヒットした当時に当該曲に慣れ親しみ，

当時を懐かしんでアーティスト本人の歌唱を生で聞きたいと欲する視聴者層で

あると認められる。

本件コンサートについての宣伝広告を行うに当たっては，これらの需要者に

おいて，本件コンサートで歌唱する者が当該曲がヒットした当時のアーティス

ト本人であることを認識し得るようにすることが重要であり，そのためには，

曲がヒットした当時のアーティスト名を明示することが不可欠であるといえ

る。

そして，グループがヒットさせた曲については，ヒットした当時の当該グル

ープの曲として認識されているのが一般であるから，グループがヒットさせた

曲を当該グループのボーカリスト１名のみが出演して歌唱するものについて

は，ヒットした当時のグループのボーカリスト本人が歌唱することを認識し得

るようにする表記の方法としては，当該ボーカリストの個人名と当該曲がヒッ

トした当時のグループ名とを併記することが通常考えられる方法であるといえ

る。
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一方で，本件コンサートで歌唱される曲は，１９７０年代から１９９０年代

にかけてのヒット曲であって，本件コンサートに関する本件新聞広告が掲載さ

れた平成２０年８月７日の時点では，ヒットした当時から既に約１０年ないし

３０年が経過していることに照らすならば，上記の需要者においては，グルー

プがヒットさせた曲を当該グループのボーカリスト１名のみが出演して歌唱す

るものについて，当該グループが上記時点においてもヒットした当時と同じメ

ンバーで音楽活動を行っているものと通常考えるものではなく，また，本件コ

ンサートは当該曲がヒットした当時のボーカリスト本人の歌唱によって再現さ

れる点に魅力があるのであって，そのボーカリストが上記時点において当該グ

ループに所属しているかどうか，当該グループとどのような関わりを持ってい

るかについて特段の関心を持つものとは認め難い。

加えて，本件新聞広告では，「永遠に歌い継がれる歌がある・・・」の見出

し，「いままで，星の数ほどの歌が生まれてきました。」，「そして，そんな数

ある歌の中には，ある種の魂が宿り，永遠に光を放ち続ける歌があります。」，

「それは時代を超え，世代を超え，人々に愛される特別な歌。」，「“永遠の歌

”を 生み 出 した ア ーテ ィス トが集 うコ ンサー トです。」 等の宣 伝文（ 前記ア

（ウ））にみられるように，本件コンサートにおいて歌唱される曲が当該曲が

ヒットした当時のアーティスト本人（ボーカリスト本人）の歌唱によって再現

されることを強調していることを併せ考慮するならば，本件コンサートにおけ

る被告を含む５名の出演者（前記ア（ウ））について，ボーカリスト個人の名

称に続けて当該グループの名称が括弧書きで記載され，歌唱するボーカリスト

の個人名と当該曲がヒットした当時のグループ名が併記されたのは，当該曲が

ヒットした当時のグループのボーカリスト本人の歌唱によって再現されること

を説明する趣旨によるものと認められる。

そうすると，本件新聞広告に接した上記の需要者においては，「大都会／田

中雅之（クリスタルキング）１９７９」の表記は，「クリスタルキング」が１

９７９年（昭和５４年）にヒットさせた楽曲「大都会」を当時の「クリスタル

キング」のボーカリストであった被告が歌唱することを説明する記載であると

認識し，また，被告の写真の下部の「田中雅之（クリスタルキング）」の表記

は，上記写真と相俟って，本件コンサートに出演して歌唱するのは，「大都会」

がヒットした当時の「クリスタルキング」のボーカリストであった被告である

ことを説明する記載であると認識するものと認められる。

以上によれば，本件新聞広告における「大都会／田中雅之（クリスタルキン

グ）１９７９」及び「田中雅之（クリスタルキング）」の表記中の「クリスタ

ルキング」の表記は，被告が本件新聞広告が掲載された時点において「クリス
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タルキング」に所属すること，あるいは被告が「クリスタルキング」として歌

唱を提供することを表示するものではなく，被告が「大都会」がヒットした当

時の「クリスタルキング」のボーカリストであったことを説明する記載である

といえるから，「クリスタルキング」の標章について被告による音楽演奏の役

務の出所識別機能を果たしていない態様での使用に当たるものと認めるのが相

当である。

【登録商標（標準文字）】クリスタルキング

第４１類 映画・演芸・演劇又は音楽の演奏の興行の企画又は運営，音楽の

演奏，録音物及び映像物の企画制作，音楽の教授，楽器及び音響機材の貸与

６．模様・装飾

・ヴィトン地模様事件

（大阪地判昭和 62 年 3 月 18 日 昭和 61 年（ワ）第 4147

最高判 昭和 63 年 1 月 19 日 )

無体財産権関係民事・行政裁判例集１９巻１号６６頁

裁判所ウェブサイト

無体財産権関係民事・行政裁判例集１９巻１号６６頁 裁判所ウェブサイト

被告は、被告のなした本件標章（一）、（二）の使用は意匠としての使用であ

るから商標権の侵害とはならないと主張するようであるけれども、商標と意匠

とは排他的、択一的な関係にあるものではなくして、意匠となりうる模様等で

あつても、それが自他識別機能を有する標章として使用されている限り、商標

としての使用がなされているものというべきところ、前記甲第五、第一五号証

によれば、原告及び被告は本件標章（一）、（二）をその商品に自他識別機能

を有する標章として使用していることが明らかであるから，被告の本件標章

（一）、（二）の使用は商標としての使用として商標権の侵害となるのであり、
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被告の前掲主張は理由がない。

７．印刷物

①Ｍａｒｌｂｏｒｏ事件

（東京地判平成 5 年 11 月 19 日 平成 5 年（ワ）第 5655 )

判例タイムズ８４４号２４７頁

被告商品は、Ｆ１レース用自動車のプラスチックモデルカー愛好者が、実物の

レースカーの車体に表示されている企業名、標章、数字等をモデルカー上に再

現表示するために使用するシール多数が印刷された長方形のシート状のシール

紙を同じ大きさの長方形の台紙に貼ったものである。購入者は、このうち必要

な企業名、標章等が印刷されたシールを台紙ごと切り取って台紙をはがし、シ

ールをプラスチックモデルカーの車体に貼付することができる。

（略）

以上認定の事実によれば、被告商品には被告標章が使用されているが、それは、

実物のＦ１レース用自動車に表示されている被告標章を、プラスチックモデル

カー愛好者が、モデルカー上に再現表示するためのシールの図柄として使用さ

れているものであり、しかも、他の多くの有名企業名や標章等のシールと並列

的に配置されているものであって、被告標章のみが特に他の企業名や標章等と

異なる取扱いをされているものではないから、被告標章は被告商品の出所を表
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示し又はその品質を保証する標章、即ち商標として被告商品に使用されている

ものでないことは明らかである。

前記認定に事実によれば、被告商品の出所を示しているのは、むしろ持ち手

部分の「Ｆ１サーカス」との標章及び「Ｐｒｅｓｅｎｔｅｄ ｂｙ ５Ｅ Ｃ

ｏ．，ＬＴＤ．」との記載であると認めるのが相当である。

このことは、被告商品が原告商標（二）の指定商品にあたるか、原告商品（三）

の指定商品にあたるかによって結論が左右されるものではない。

よって、被告が被告商品において被告標章を商標として使用しているものと

はいえないから、その余の主張について判断するまでもなく、商標権に基づく

原告の主位的請求は理由がない。

②セコム事件

東京地判平成 16 年 5 月 24 日 平成 16 年（ワ）第 6616

裁判所ウェブサイト

被告ステッカーは，本件商標権２の指定商品である印刷物又は文房具類に該当

すること，被告ステッカーには，別紙被告ステッカー目録記載のとおり，表面

の下段約３分の１程度の幅で大きく本件商標と実質的に同一の標章が付されて

いること，以上の事実が認められる。したがって，被告ステッカーを販売し，

又は販売のために展示する被告の行為は，原告の有する本件商標権２を侵害す

る行為である。
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登録第４２８６９４９号 被告ステッカー

第１６類

８．キャチフレーズなど

①ＡＬＷＡＹＳ事件

東京地判平成 10 年 7 月 22 日 平成 9 年（ワ）第 10409

東京高判平成 11 年 4 月 22 日

知的財産権関係民事・行政裁判例集３０巻３号４５６頁

判例時報１６５１号１３０頁

判例タイムズ９８４号２５２頁

裁判所ウェブサイト

（１）コカ・コーラについては、従来から、「Ｃｏｍｅ ｏｎ ｉｎ．Ｃｏｋ

ｅ」、「Ｙｅｓ Ｃｏｋｅ Ｙｅｓ」、「Ｃｏｋｅ ｉｓ ｉｔ！」、「Ｉ ｆｅ

ｅｌ Ｃｏｋｅ．」、「さわやかになる、ひととき」等の様々なキャッチフレー

ズによるキャンペーンが実施されていたこと、「Ａｌｗａｙｓ Ｃｏｃａ－Ｃ

ｏｌａ（オールウェイズ コカ・コーラ）」のキャッチフレーズは、これらの

キャンペーンの一環として、平成五年から長期間にわたり、大規模に広告宣伝

活動が行われてきたこと、（２）被告図柄一及び二において、前記のとおり、

本件欧文字表記及び本件カタカナ表記は、いずれも、著名商標である「Ｃｏｃ

ａ－Ｃｏｌａ」に隣接した位置に、一体的に記載されていること、

（３）「Ａｌｗａｙｓ」ないし「オールウェイズ」が、「常に、いつでも」を

意味することは、一般に知られているものと解されること、特に、被告図柄二
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においては、同一の意味を指すスペイン語「Ｓｉｅｍｐｒｅ」、ポーランド語

「ｚａｗｓｚｅ」及びフランス語「Ｔｏｕｊｏｕｒｓ」の語とともに記載され

ていること、（４）右キャッチフレーズは、ごく短い語句であるが、需要者が、

いつも、コカ・コーラを、飲みたいとの気持ちを抱くというような、商品の購

買意欲を高める効果を有する内容と理解できる表現であること等の事情に照ら

すならば、コカ・コーラの缶上に記載された本件欧文字表記及び本件カタカナ

表記を見た一般顧客は、専ら、ザ・コカ・コーラ・カンパニーがグループとし

て実施している、販売促進のためのキャンペーンの一環であるキャッチフレー

ズの一部であると認識するものと解される。したがって、本件欧文字表記及び

本件カタカナ表記は、いずれも商品を特定する機能ないし出所を表示する機能

を果たす態様で用いられているものとはいえないから、商標として使用されて

いるものとはいえない。

②ＨＡＰＰＹ ＷＥＤＤＩＮＧ事件

名古屋地判平成 4 年 7 月 31 日 平成 3 年（ワ）第 647

判例時報１４５１号１５２頁

右に認定、説示したところによれば、婚礼用バッグの需要者は結婚式の主催者

であり、結婚式場業者は同バッグの取引業者に当たるというべきである。そし

て、被告標章は、結婚式の引き出物を持ち帰るための袋である被告商品の正面

左上部分に貼付されたシールに記載された「ＨＡＰＰＹ ＷＥＤＤＩＮＧ」「Ｈ

ＡＰＰＹ ＬＩＦＥ」という表示の一部分であるところ、その意味内容及び右
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シールの形状から見て、右表示は、結婚式の主催者ないしこれに準ずる者であ

る新郎新婦に対するお祝いを意味する言葉であるということができるのみなら

ず、被告商品には、その底部に被告の商号がローマ字によって表示され、その

出所を明示しているのであるから、需要者である結婚式主催者に対する関係に

おいてはもちろん、取引業者である結婚式場業者に対する関係においても、被

告標章は、被告商品を他の商品と識別する機能を果たしていないというべきで

ある。

９．不使用取消審判

①スキャンティ事件

知的財産高等裁判所 平成１９年１２月２６日 平成１９年（行ケ）第１０２１

７号

裁判所ウェブサイト

上記認定の事実によれば，故鴨居は，生地が薄くてタイトなパンティを創作し，

これを「スキャンティ」と名付けて発表したところ，この新しいパンティが注

目を集めて広く知られるようになった結果，本件予告登録日である平成１８年

１０月１２日までには，「スキャンティ」の語は，女性用のパンティのうち生

地が薄くてタイトなものを意味する一般的名称となっていたものと認められ

る。

訴外会社自身も，同社の制作する女性用のパンティのうち生地が薄くてタイ

トなものを「スキャンティ」と称し，その商品のタグには，「１９５５年，ス

キャンティとその家族は生まれました。」，「ＴＵＮＩＣ 訴外会社」，「ヒップ

８５－９３ ＣＯＬ．Ａ ＱＵＡ．スキャンティ ポリエステル１００％」な

どと記載されているが、「１９５５年，スキャンティとその家族は生まれまし
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た。」との記載中の「スキャンティ」の語を標章であるとは認めがたく，また，

「ヒップ８５－９３ ＣＯＬ．Ａ／ＱＵＡ．スキャンティ／ポリエステル１０

０％」（判決注：「／」は行替えをしていることを示す。）中の「ＱＵＡ．スキ

ャンティ」も，品質を示すものと認められ，訴外会社の商品を示す標章として

使用されているといえない。

原告が提出する報告書（甲１０～３６）は，原告が作成したものと思われる

定型的な内容の書面に，訴外会社から下着を購入する全国の下着販売小売店が

記名捺印したものであるのみならず，訴外会社が制作する，生地が薄くてタイ

トなパンティの商品名を「スキャンティ」と呼んでいたというのであって，訴

外会社が「スキャンティ」の語を標章として使用していたとしているわけでは

ない。

また，訴外会社の商品台帳に付されている「１６スキャンティ」の記載は，

商品名を示すものと認められるが，そのことをもって，商標の使用ということ

ができない。

その他，本件全証拠を検討しても，原告なり訴外会社なりが，自他識別のた

めの標章として本件商標を使用していることを認めるに足りない。

（４）原告は，故鴨居が，単なる下着デザイナーにとどまらず，文筆・絵画等

の才能を有していて，１９６０年から７０年にかけて日本のアバンギャルドの

旗手として女性の社会進出などにも影響を与えていたことより，故鴨居がデザ

インするパンティの標章として使用されていた「スキャンティ」という語は，

旧来のパンティ（木綿で出来た白いダブダブしたパンティ）とは異なる斬新な

パンティのすべてを総称する名称として使用されるようになったことを認めつ

つ，あくまで「スキャンティ」という語は，訴外会社が制作販売する「生地が

薄くてタイトなパンティ」の商標として使用され，それらの商品は本件商標の

下に取引されていた旨主張する。

しかし，上記（３）のとおり，訴外会社の商品を示す標章として使用されて

いると認め難いから，原告の上記主張は，採用できない。

２ そうすると，原告の請求は，その余の点について判断するまでもなく，理

由がないことに帰する。

第２５類 下着他
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②賃貸住宅情報事件（印刷物）

東京高等裁判所 平成１３年１０月２３日 平成１３年（行ケ）第１９０号

裁判所ウェブサイト

原告は、本件雑誌に表示された使用Ａ標章ないしＥ標章は、本件雑誌のサブ

タイトルであり、需要者に本件雑誌を他の雑誌から識別させる自他商品識別機

能を果たしていると主張する。しかし、具体的な表示態様及び内容を検討する

と、使用Ａ標章ないしＥ標章は、以下のとおり、雑誌のサブタイトルとして使

用されているとも自他商品識別機能を有する態様で使用されているとも認める

ことができない。

使用Ａ標章である「世界のアパートメントホテル＆賃貸住宅情報」は、甲第

４ないし第６号証においては、表紙の左上隅に、題号に近接して小さく「世界

のアパートメントホテル＆賃貸住宅情報」「海外に暮らすマガジン」と上下２

段に表示され、甲第７、８号証においては、表紙の左上隅に、題号に近接して

小さく「世界のアパートメントホテル＆賃貸住宅情報」と表示されており、そ

の表示された位置及び態様からみて、「ａｂ．ＣＨＩＮＴＡＩ」を題号とする

本件雑誌に世界のアパートメントホテル及び賃貸住宅に関する情報が記事とし

て掲載されていることを示すものとして需要者に認識されるにとどまるものと

認められる。

使用Ｂ標章である「Ｕ．Ｓ．ＥＵＲＯ．ＡＳＩＡの賃貸住宅情報」は、表紙

の題号の下側に数行にわたって表示されたホームページアドレス、「帰国者の

ための「東京」賃貸マンション情報」、「ニューヨーク泊１，９９８円、ハワ

イ２，４２０円。アパートメントホテル情報」などの文字行の最下行に、「留

学・赴任を緊急サポート！」（甲第４号証）、「海外赴任者・留学生必見！」（甲

第５号証）、「海外赴任者・留学生の住まいを安心サポート！」（甲第６号証）

などの文字に続けて表示されていることが認められ、その表示位置及び態様か

らみて、本件雑誌に掲載されている記事の内容を示すものとして需要者に認識

されるにとどまるものと認められる。

使用Ｃ標章である「世界の賃貸住宅情報」は、本件雑誌（甲第４、第６ない

し第８号証）の目次の中段部分に表示されているもので、その下には、「ニュ

ーヨークエリア、ロンドンエリア」等に分けて世界の主要都市の賃貸物件につ

いての記事の細目次が記載されていることが認められる。してみると、使用Ｃ

標章は、その表示位置及び態様からみて、雑誌に掲載される記事の内容を概括

的に示した記述として需要者に認識されるにとどまるものと認められる。

使用Ｄ標章である「海外賃貸住宅情報」は、表紙の題号の下側に数行にわた

って表示されたホームページアドレス、「帰国者のための「東京」賃貸マンシ



- 42 -

ョン情報」、「安全・快適・経済的！『暮らせるホテル』海外アパートメント

ホテル情報」などの文字行の最下行に、「海外赴任者・留学生の住まいを安心

サポート。」（甲第６号証）、「海外赴任者・留学生必見！」（甲第７号証）、「世

界主要８都市５２５物件を掲載」（甲第８号証）などの文字に続けて表示され

ていることが認められ、その表示位置及び態様からみて、「ａｂ．ＣＨＩＮＴ

ＡＩ」を題号とする本件雑誌に掲載された記事の内容を示す記述として需要者

に認識されるにとどまるものと認められる。

使用Ｅ標章である「賃貸住宅情報」は、表紙ではなく、本件雑誌（甲第４な

いし第８号証）中の各地の賃貸物件を具体的に紹介している記事頁の右上隅又

は左上隅に小さく表示されているもので、その表示された頁、位置及び表示態

様からみて、表示頁の掲載内容を示す見出し的な文字として需要者に認識され

るにとどまるものと認められる。

さらに、乙第１ないし第６号証によれば、「賃貸住宅情報」という語は、雑

誌等に賃貸住宅に関する情報を掲載する場合に、掲載内容を表す語として普通

に使用され、賃貸住宅に関する情報を掲載する雑誌が一般に「賃貸住宅情報誌」

と呼ばれていることも認められる。

以上によれば、使用Ａ標章ないしＥ標章は、いずれも自他商品識別機能を有

する態様で本件雑誌に使用されているものということはできず、その使用を「商

標としての使用」であると認めることはできない。

（３）原告は、ある表示がサブタイトル等として連続して使用されることによ

り、特定の雑誌を示すものとして需要者に認識されるに至ったときは、その表

示に出所表示機能があり、これを使用することは「商標としての使用」に当た

ると主張するが、使用ＡないしＥ標章が雑誌記事の内容を概括的に記述したも

のであり、識別表示となる可能性のあるサブタイトルとして使用されていると

認めることができないことは前示のとおりである。また、使用ＡないしＥ標章

が連続して使用されることによって特定の雑誌を示すものとして需要者に認識

されるに至ったことを認めるに足りる証拠はない。
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